







（FITness, Fluency with Information Technology）の向上を目指す取り組みの一つと
して、学習項目としての「電子メールの送受信」ならびに「電子メールに関する
マナー」を段階的かつ繰り返し活用することを提案し、その提案の根拠を示す。

















　2012 年 3 月に中央教育審議会大学分科会大学教育部会が『予測困難な時代に
おいて生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ（審議まとめ）』を、
また当年 8 月に中央教育審議会が『新たな未来を築くための大学教育の質的転換


























































































































年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
ケース 改革始動期
1年生 2年生 3年生 4年生
1年生 2年生 3年生 4年生
1年生 2年生 3年生 4年生
1年生 2年生 3年生 4年生











20 年 3 月に告示された『中学校学習指導要領』（文部科学省（2010a））ならびに















　現行の『高等学校学習指導要領』は平成 11 年 3 月に告示され、その後、平成
14 年 5 月、平成 15 年 4 月、平成 15 年 12 月に一部改正されている（文部科学省
（2003）、以下では「（現）高等学校学習指導要領」と略する）。現行の『高等学校
学習指導要領』において、普通教育に関する教科として普通教科「情報」が新設
され、科目「情報 A」「情報 B」「情報 C」が設置された。一方、平成 21 年 3 月


























































































































































































































































　3.2 節の表 3 では共通教科「情報」の授業形態として実習と座学のバランスが
適正であれば、大学に入学してくる学生の「情報活用能力」の差の分散が小さく
なることを示した。しかし高校によって、より具体的には共通教科「情報」を担























純教授を代表とする「情報入試研究会」が 2012 年 3 月 3 日に設立された (4)。中
野他（2012）は（10）のとおり報告している。
(10)  2013 年度から 3 か年にわたり、模擬情報入試を施行し、その結果を踏
まえ、2016 年度から本格的に情報入試を導入できるよう活動していく
ことが決定した。








ム 2012 秋　ジョーシン 2012 秋　資料集』（中山泰一（編）2012）には、明治大
学情報コミュニケーション学部で試作された模擬問題が 2 種類提示され、「高校



































「情報学 I」を提供し、2011 年度には「実習用テキスト」として『情報学 I テキ










　(11) は 2011 年度に大学における情報教育関連科目で採用実績のあった 13 冊の













 c. 金沢大学情報グループテキスト編集委員会（2010）『e-Learning を利
用した情報処理基礎』、学術図書出版社。














 l. 若山芳三郎（2010）『学生のための情報リテラシー Office/Vista 版』、
東京電機大学出版局。
 m. 矢 野 文 彦（ 監 修 ）（2010）『 情 報 リ テ ラ シ ー 教 科 書 Windows7/
Office2010 対応版』、オーム社。
(11) で明らかなように「コンピュータリテラシー」と銘打っている「教科書」は 
(11b, h, j) の 3 冊であるのに対して、「情報リテラシー」と銘打っている「教科書」
は (11e, i, l, m) の 4 冊である。また書名からは不明であるが、(11c, g, k) の内容は
主として特定のソフトウェアの使用法や活用法の説明にとどまっていると判断で
きるのでコンピュータリテラシー教育用「教科書」に分類されるのが適切であろ





　表 4 は (11) の「教科書」を採用している大学名である。同一大学で異なる「教











国立 1 北海道大学 
国立 2 福島大学 
国立 3 金沢大学 
国立 4 長崎大学 
公立 1 広島市立大学 
私立 1 立正大学 
私立 2 成城大学 
私立 3 日本大学 
私立 4 神奈川大学 
私立 5 早稲田大学 
私立 6 新潟経営大学 
















































　情報フルーエンシー能力 (FITness, Fluency with Information Technology) とは
Committee on Information Technology Literacy, National Research Council (1999)で (12) 
のように特徴づけられている。
(12) People fluent with information technology (FIT persons) are able to express 
themselves creatively, to reformulate knowledge, and to synthesize new 
information. Fluency with information technology (i.e., what this report calls 
FITness) entails a process of lifelong learning in which individuals continually 
apply what they know to adapt to change and acquire more knowledge to be 























































(14) 典型的なのは ､ 電子メールによる情報共有、添付ファイルとして移転 ､
共有されるドキユメント ､電子メールによる個別の質疑応答をつうじて





















はケータイ・メールと PC メールの比較において、PC メールの特性を (15) のよ
うに分析している。
(15) PC メールは強い紐帯だけでなく弱い紐帯をもつ人々とも交換され , 物
理的に一緒にいることが多い人とはあまりやりとりが行なわれない ｡そ




























て、”continually apply what they know to adapt to change and acquire more knowledge 
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